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⑥ 低所得者向けの現状施策について 

 

ア 生活保護制度の概要について（第1回住宅審議会資料より） 

 

■生活保護とは 

日本国憲法第25条は、「国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する」

と定め、国民生活の保障を国の責任のもとで実施していくことをうたっている。この憲法

によって保障される生存権を実現するための制度の一つとして制定されたのが生活保護法

である。 

〔生活保護の目的〕 

①生活に困っている全ての人々に対して、憲法に基づいて国が必要な保護を行い、その

最低限度の生活を保障する。 

②一日も早く自分自身の力で生活できるよう手助けをする。 

■生活保護を受けるには 

①働ける人は能力に応じて働く 

②親族などの援助や各種年金・手当など他の社会保障制度による給付を受ける 

③今持っている預貯金や資産は、原則として全て当面の生活に役立てる 

その上で、国が定める保護基準に基づいて算定した最低生活費に照らして保護の要否が

判断される。このとき、最低生活費や収入は同居している世帯全体を単位として算定さ

れる。 

収入が最低生活費より少ない場合、その足りない部分を補う形で生活保護費が支給さ

れる。 

【保護が受けられる場合】 

 

 

 

 

■生活保護の種類 

■生活扶助 衣食など日常生活の費用 

■住宅扶助 家賃など住まいの費用（ローン返済は含まれません） 

■教育扶助 義務教育の費用 

■介護扶助 介護保険の対象となる介護にかかる費用 

■医療扶助 診療を受ける費用(病院の室料等は含まれません）  

■その他 出産のための費用，就職のための費用，葬式のための費用 

＊住宅扶助費は家賃･地代の実費が支給されるが，基準額として上限が設定されている

（単身：42,500円，2～6人世帯：55,000円，7人以上66,000円）。 
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■生活保護世帯と公営住宅入居の状況 

公営住宅入居世帯数の内訳 

行政区 
生活保護

世帯数 

公営住宅入

居世帯数 

公営住宅入

居比率（％） 市営（％） 府営（％） 

参考：減免適

用世帯数 

(市営住宅) 

北 1,398 67 4.8 67 0 154

上京 1,008 0 0.0 0 0 0

左京 2,113 267 12.6 150 117 332

中京 1,316 34 2.6 34 0 45

東山 1,167 121 10.4 107 14 196

山科 2,814 511 18.2 504 7 312

下京 1,615 201 12.4 173 28 322

南 3,062 491 16.0 453 38 238

右京 2,750 148 5.4 113 35 123

西京 1,162 84 7.2 84 0 37

洛西 748 545 72.9 445 100 432

伏見 3,399 1,292 38.0 1,221 71 900

深草 1,538 151 9.8 121 30 120

醍醐 2,152 1,416 65.8 1,057 359 664

合計 26,242 5,328 20.3 4,529 799 3,875

（平成20年8月現在） 

 

■生活保護世帯の家賃（実際の家賃）の状況 

①12.25%

①1.40%

②45.12%

②7.22% ③19.83%

③37.66%

④60.38%

④4.50%

⑤3.10%

⑤0.33% ⑥0.15%

⑥8.07%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他
民間住宅

公営住宅

1～13,000円

13,001～25,000円

25,001～35,000円

35,001～45,000円

45,001～55000円

55,000円～

① ② ③ ④

①② ③ ④ ⑤ ⑥

 

（平成20年8月現在） 

 

 

① 

② 

③ 

④

⑤ 

⑥ 
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イ 家賃債務の保証 

 

 

※財団法人高齢者住宅財団のパンフレットより 
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創設年月  平成１３年 １０月 
制度目的・概

要 
高齢者の家賃の不払いに対する家主の不安感を解消することにより、高齢者が賃

貸住宅に入居しやすくすることを目的として創設。 
当初は「高齢者世帯」のみを対象として事業を開始し、その後平成１７年９月よ

り「障害者世帯」を、平成１９年７月より「子育て世帯」及び「外国人世帯」を

対象に追加した。 
滞納家賃は６か月分、原状回復費用及び訴訟費用は９か月分を限度に保証を行

う。 
 
     
世帯別 高齢者 障害者 子育て 外国人 
制度創設からの件数 ３件 ０件 ０件 ０件

15 年度 １件 － 件 － 件 － 件

16 年度 ０件 － 件 － 件 － 件

17 年度 ２件 ０件 － 件 － 件

18 年度 ０件 ０件 － 件 － 件

実績 
( 利 用

件数) 京
都
市
内
の
実
績 

過
去
５
年
間
の
実
績 19 年度 ０件 ０件 ０件 ０件

当該制度にお

ける課題 
・滞納家賃の保証月数を６か月分としているが、入居者の失踪やトラブル等によ

り退去手続きが長期化した場合等は、最終的な滞納額が６か月分を超す可能性

があり、家主が不安に感じているとの指摘がある。 
 
・障害者世帯については、障害の程度が重度～中度の方を対象としているが、民

間の賃貸住宅で家賃債務保証を必要とする障害者世帯は、軽度の方のニーズが

高いとの指摘がある。 
 
＜今後の方針＞ 
・滞納家賃の保証月数について、平成２１年度より１２ヵ月に拡充する予定。 
・障害者世帯の対象範囲について、平成２１年度より軽度の方も対象とする予定。
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ウ 高齢者向け優良賃貸住宅，高齢者円滑入居賃貸住宅 
 
■高齢者向け優良賃貸優宅 

 

 

※国土交通省 HP より 
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■高齢者円滑入居賃貸住宅 

 

 
※財団法人高齢者住宅財団のパンフレットより 
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エ 住宅改修の補助 
 
制度名 いきいきハウジングリフォーム（京都市重度障害者住宅環境整備費助成事業） 
創設年月 平成１１年１月 
制度目的・

概要 
 重度障害のある方が住み慣れた家での生活を暮らしやすく，また介護する方の

負担を軽くするために住宅改造や移動設備設置を行う場合，専門チームが相談に

応じるともに，費用の一部を助成する。 
対象者 住宅改造 身体障害者手帳１級・２級又は療育手帳Ａの方 
    移動設備設置 四肢機能障害，両下肢機能障害又は片上下肢（方マヒ）機

能障害１級で移動が困難な方 
助成額 リフォームに必要な額に助成率を乗じた額（ただし，限度額の範囲内。

千円未満切捨）。助成は，原則として１世帯につき１回に限る。 

世帯区分 助成率
助成限度額 
（住宅改造） 

助成限度額

（移動設備）

生活保護世帯及び市民税所得割非課税世帯 4/4 50 万円 65 万円 
市民税所得割 23 万 5 千円未満世帯 3/4 40 万円 50 万円 

 ＊日常生活用具「居宅生活動作補助用具」及び介護保険による給付対象者につ

いては，それぞれの制度の給付限度額（20 万円）を上記住宅改造助成額から

控除する。 
 
制度創設からの件数（ 2,261 ）件 

15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 
過去 5 年の実績 

172 件 160 件 130 件 74 件 81 件

【主な住宅改造内容】 
 動作の容易性の確保，行動範囲の拡大，転倒防止等の安全確保，介護負担の軽

減，ＡＤＬ等の維持・向上等を目的に，居室，浴室，廊下等の段差解消，トイレ

の洋式化，浴槽取替え，シャワー取付け，手摺取付け，扉変更，通路拡幅，スロ

ープ設置，車いすでも対応可能な洗面台等の入替え等を，障害の種類，程度や生

活スタイル，住居の状況に応じた適切な住宅改造を専門チームの相談によって行

っており，内容は多様である。 

実績 ( 利用

件数) 
 

【主な移動設備設置内容】 
 階段昇降機，エレベーター，段差解消機，入浴介助用リフト等 

当該制度に

おける課題 
 厳しい財政事情の下，制度の拡充には国による財政措置が必要である。 
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オ 住宅改造の相談 
 
制度名 住宅改造相談事業 
創設年月 平成３年１０月 
制度目的・

概要 
 身体障害のある方の様々な問題に対して相談によって応えることにより，地域

における自立生活と社会参加を促進する事業の一環として実施する。 
（社団法人京都市身体障害者団体連合会に委託して実施） 
 
 
 
 
制度創設からの件数（ 不  明 ）件 

15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 
過去 5 年の実績 

214 件 203 件 130 件 106 件 100 件

【主な相談内容】 

実績 
( 相 談 件

数) 
 

 動作の容易性の確保，行動範囲の拡大，転倒防止等の安全確保，介護負担の軽

減，ＡＤＬ等の維持・向上等を目的に，居室，浴室，廊下等の段差解消，トイレ

の洋式化，浴槽取替え，シャワー取付け，手摺取付け，扉変更，通路拡幅，スロ

ープ設置，車いすでも対応可能な洗面台等の入替え等，内容は多様である。 
当該制度に

おける課題 
○すまいまちづくりセンターでは，新築に関する相談は受けられるが，リフォー

ムについては，やや専門性に欠ける状況にあり，結果的に当該事業を利用され

るケースがある。多様な相談窓口があることは良いが，窓口をハシゴする状況

は回避しなければならない。 
○市営住宅では，浴室やトイレの間口をもう少し広げれば格段にＡＤＬが向上す

るにもかかわらず，許可が得られず，毎日の入浴が適わなかったり，ポータブ

ルトイレを設置せざるを得ない相談事例がある。 
○少なくとも，車いす住宅においては，入居者が変わるごとに必要となる台所の

高さや手摺の位置の変更については，入居者に負担を負わせるのではなく，市

営住宅側において対応をするべきであるとの相談事例がある。 
○市営住宅については，平成 20 年 7 月頃から急に住宅改造の許可条件が厳しく

なり，住居壁面に穿孔もしくはビス打ちの許可が下りないケースが増えてお

り，入居者に合った適切な住宅改造が実施できないという相談事例が増えてい

る。 
○いずれも，市営住宅に関する相談であり，すべての人が生活しやすいまちづく

りを進めている観点から京都市の対応改善を求められ，苦慮している。 
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カ 留学生の住宅保証 

 

 

 

※財団法人大学コンソーシアム京都 HP より 
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制度名 京都地域留学生住宅保証制度 
創設年月  平成１３年  ９月 
制度目的 京都府内では約 4,500 名の留学生が学んでいるが，大学等が設置する留学生用

宿舎は数が限られており，現在約 6 割の留学生が民間住宅を利用している。しか

し，日本国内に地縁や血縁のない留学生にとって連帯保証人を確保することは非

常に困難であり，民間住宅への入居の妨げとなっているのが現状である。 
 そこで，各大学や京都府等関係機関とともに，留学生が民間住宅に入居する際

に必要な連帯保証人を機関保証により確保することによって，円滑な住宅確保を

支援し，留学生を温かく迎える地域づくりを目的とした「京都地域留学生住宅保

証制度」を創設した。 
制度創設からの件数（ １２０４）件 

15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 
実績 
( 加 入 件

数) 
過去 5 年の実績 

１６３ １６２ ２２２ ２９５ ３６２ 
当該制度に

おける課題 
・利用件数の増加に伴い，滞納や無断退去などトラブルが増加しており，家主対

応など事務局（財団法人大学コンソーシアム京都）の負担が非常に大きくなって

いる。 
・今後，利用者増が続く中，現在の状態が続いた場合，予算(主に各大学からの負

担金)的にも厳しくなる可能性がある。 
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キ 外国人向け住宅物件の紹介 

 

※ 財団法人京都市国際交流協会 HP より 
制度名 外国人のための物件検索サイト HOUSE-navi 
創設年月     平成１４年 ４月 
制度目的 外国人向けに廉価で便利な民間賃貸住宅情報を収集し，データベース化したもの

をインターネット上で公開することにより，利用者に迅速かつ適切な情報を提供

する。 
制度創設からの件数（   1944    ）件 

15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 
検
索
件
数 過去 5 年の実績 

461 件 415 件 256 件 398 件 248 件 
制度創設からの件数（ 5273      ）件 

15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

実績 
(利用

件数) 

物
件
登
録 過去 5 年の実績 

555 件 646 件 776 件 865 件 918 件 
当該制度に

おける課題 
住宅情報の提供を安定的かつ継続的に実施するため，（財）京都市国際交流協会

が，仲介業務に必要な宅建業の事業所登録を完了した。「ＨOUSE navi」にお

いては登録物件の増加と劣悪な住居の軽減を図ると同時に，業務の効率化と操作

の習熟度を向上させることが必要。また住宅の下見等に際し，ボランティアによ

るサポート体制についての検討が必要。 
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